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１　はじめに

　一国の発展状況を測る尺度は，言うまでもなくその国の経済発展の度合いによって測ることが

できる・さらに言うならば経済の発展は，その国の生産設備とイノベーション及び生産管理の科

学的な把握によって果たし得るものである。こうした技術的労働者及び生産管理者，いわゆる近

代的経済人が必要とされる専門知識とその技能は，いずれも教育という長期にわたる育成に頼ら

なければならないものである。言って見れば，国民教育の普及と労働力の量的拡大 ・質的向上は
，

経済発展の諸要素を密接に繋ぎ合わせる一つのキーポイントとなっているのである 。すなわち ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９２）
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教育水準が高ければ高いほど経済成長に及ぼす力もそれだけ強くなるわけである 。

　発展途上国の一般現象として，経済発展を促進する原動力の一つである大量の近代的経済人の

不足問題が指摘されて久しい。技能 ・技工面を担当する近代的経済人とは，市場経済下における

企業の管理運営者 ・労働作業者の両者を指すものである。そして，「経済人」と称する場合には ，

与えられた条件下で，白立的に意思決定ができる人々（ｈｏｍ。。。ｏｎｏｍｉ．ｕ。），すなわち近代的産業

技術 ・技能をもつ良質な労働力を指すことは言うに及ばない。生産の設備とイノベーション及び

生産管理を，科学的に把握できる近代的経済人が，必要とされる専門知識とその技能は，いずれ

も教育という長期にわたる育成に頼るものである。ある意味では，このような近代的経済人の大

量不在は，近代的産業活動に参加できない大量の失業状態に陥られる人口，すなわち非生産的人

口の大量存在を物語っているのである。こうした適切な教育や訓練を受けていない非生産的人口

を， 如何に近代的経済人に育成していくかは，発展途上国にとっ て急務であると同時に，経済発

展を進めて行く上において，教育による労働力育成を積極的に行わなければならない根拠の一つ

でもある 。

　中国はまさに以上のような発展途上国としての　般的およぴそれに伴なう諸現象を持ち，かつ

どの途上国のそれよりも深刻且つ困難な現状を抱えている。このような現状のもとに，中国の労

働力問題についての研究も ，経済学，社会学なとの諸分野において，膨大な研究蓄積がある 。こ

れらの研究は，主に次ぎのような三つの分析視点から展開したのである 。¢労働力移動の視点か

らは，これまで（大島 ：１９９４，加藤 ：１９９１，厳 ：１９９７，岩田 ・田 ：１９９７）の研究があ った。　労働市

場の形成に関するものは ，（Ｘｉｎ　Ｍ．ｎｇ ：２０００，伊藤 ：！９９８，南亮進 ・牧野 ：１９９９，岩田 ・田 ：１９９７）の

先行研究によって明らかにされた。　就業システムの転換に関するものは，（厳１９９２，岩田　田

：１９９８）の研究があった
。

　このように，中国における「改革 ・開放」以後の労働力問題について様々な視点から研究が行

なわれているのである。ところで，労働力問題を論ずる場合には，以上のような労働力の地域間

における移動と労働市場における就業状況以外に，労働力の育成 ・開発の問題も ，大変重要であ

ることは言うまでもない。なぜならば，労働力の育成 ・開発の状況は，その国の経済発展に直接

に影響を及ぽすからである 。また，持続的経済発展を維持するためには，大量の近代的経済人の

連続した派生が欠かす事のできないことである。このような問題意識をもっ て， 中国の労働力問

題を研究されている論文は，管見の限り少数である 。

　そこで，本稿は発展途上国の一員である中国における若年労働力育成の現状と問題点を明らか

にすると共に，今日のような現状を形成させた要因が何であったのかを重ねて究明することを目

的とする。中国における若年労働力育成の実態を全般的に把握するために，本稿は（上） ・（下）

二部に分けて論ずることにした。その前半部分（上）にあたる学校教育の現状と問題点は，すで

に『立命館経済学』第４９巻第３号において明らかにしたが，今回は本稿の後半部分（下）にあた

る職業教育 ・訓練の現状と問題点について，論ずることにする 。

（７９３）
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２　労働力の育成視点と中国の現実

　２ ・１経済的 ・社会的視点から

　今日における先進工業諸国と開発途上諸国の経済発展状況を見ると ，先進工業諸国の経済発展

及び技術革新が日増しに増加しつつあるのに対して，開発途上諸国のそれが伸び悩み，その差は

ますます拡大する気配を見せている。その原因は何処にあるか。単に経済環境の側面から見れば
，

優れた豊かな自然資源に恵まれていないということは起因になりがたい。なぜならば，中国，イ

ンドとも膨大な自然資源を持っているはずである。次ぎに過剰人口の問題が残っている 。エリ ・

ギンスハーグは，彼の著書『人間能力の開発』の中で「中国は物的資源に対して人口が相対的に

過剰であるというハンティキャソ プを負 っている。しかし，日本はどうかと言うと ，人口と物的

資源の関係が最高に悪い国であるのにもかかわらず，はるかに高い経済成長率を遂げているでは
　　　１）

ないか」という指摘には興味深いものがある 。

　開発途上国の経済発展を本質的に規定しているものは，教育に直接結ぴつく人問投資 ・開発の

問題である。単純に考えても機械を設計し，それを据え付け，操作し，維持補修する科学技術者

は教育が創るのである。それゆえに，科学が進歩すればするほど経済発展は可能である。ここに

おいて教育の役割を再考せざるを得ないという論議が成り立つのである 。

　教育を受けた人のことを「社会の資源」として捉え，発展途上国のために比較可能な総合指標
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）を作り出したのは，人的能力開発の研究をおこなっているハービソンとマイヤーズである。従来

の研究は，人的能力開発に関する一国あるいは一地域 ・数ヶ国の量的分析に限定されている手法

がほとんどであったが，ハービソンとマイヤーズの総合指標は，ある意味においては限定的な範

曉を完全に突破したとは言い難い面があるにしても ，優れた分析であることは問違いないと言え

よう 。ハービソンとマイヤーズは，一国の人的資本量と特定期問の人間資本形式を重要な指標と

している。こうした関連で測定可能な次ぎのような事項に注目したのである。すなわち ，

　第１に，教育修了のレベルとして，初等 ・中等 ・高等教育に三区分し，中等 ・高等教育は高水

準人問能力と関連させ，そのなかでも科学 ・技術履修者の比率は，とくに重要視されているであ

る。

　第２に，高水準職業の人数と全人口，労働力との関係に注目している。その中には，科学者 ，

技術者，経営者，教師，医師，科学技術の技能者，行政司法官吏，看護婦，熟練労働者のリータ

　等が含まれる 。

　ところが，人的資本の蓄積率を示す指標として最も望ましいのは，高水準職業についている人

数の純増加であると考えられる 。また，正規教育の修了者数の純増も有用であるが，データ上の

制約からそこで利用可能な指標として次ぎのように区分している 。

　（１）人口１万人あたり科学者，技術者数

　（２）人口１万人当たり医師と歯科医数

　（３）人口１万人当たり初等 ・中等学校教師数

　（４）学齢児童総数のうち初等学校就学者数の比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９４）
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　（５）小 ・中学校の総合の修正就学者数

　（６）中学就学者の同年齢の青少年総数と進学者数の比率

　（７）同一年齢グループの中の高等教育就学者

　以上について，国際比較の観点から見て，いろいろな点において利用上にかなり不便があると

認めざるを得ない。その一例を挙げると ，例えば，高水準人問能力として戦略的に重要と見られ

る科学者 ・技術者の統計は，先進国をも含めて３分の１程度しか利用することができない。また ，

国によっ て概念の規定が異なるので，量的な把握だけでなく ，質的な把握も困難である 。

　いずれにせよ ，世界の多くの国の経済開発をめぐる人問能力の問題を実証的に調査研究して ，

経済発展と人問の開発との相関度合いを探るという試みは高く評価しなければならない。彼らの

研究から，私たちは人問能力開発という課題を，正規の教育制度，教育内容として検討する必要

があることを痛感させられたことであろう 。また，経済開発のために人問能力が重視され，それ

は学校教育の領域だけではなく ，産業界，企業内部および職場内部における教育訓練の実施も必

要不可欠であることを認識させられたのである 。

　労働力育成は，経済的，社会的観点からすれば，国民が持っているいろいろな価値や技術を伝

えるとともに，杜会的な進歩に必要不可欠な変革に備えるための王要な手段であると言えよう 。

文化的な観点からすれば，労働力育成のための投資は，類としての人問の生活および人問の生存

基盤である社会を如何に豊かにするか，ということのためだけではなく ，「よき公民となるため

の教育，生活の充足のための教育，あるいは人類の自由や人格の尊厳，および生存価値を増進す

るための教育など，これらは皆近代社会が求め，推進してきた，またはきている文化目標の一部
　　　　　　　３）
であるに過ぎない」というハービソンの指摘もあるように，それは人間杜会全般の向上に寄与す

ることである。それと同時に，この投資はその社会の構造，国民文化の目標，種種の職業に対す

る要求およびそれに与えられた地位，国家の予算規模や財政能力，一般的な政治や行政の制度な

どに左右されるものである 。

　また，労働力の育成は，財貨や労働の創造を達成することにより ，社会への貢献に役立つこと

も主たる目的の一つである。いかなる国にとっても ，才能と学識経験豊かな政治リーダーが必要

であり ，学識と品徳のある法律や司法の専門家が必要である 。また，厳格な訓練を受けたエンジ

ニア，医師，経営者，芸術家，作家，技術工およびジャーナリストなども大いに必要とする 。過

去において多くのヒューマニストが，人問自身の教育目的を経済事情から遊離し，限定している

ことを憂慮し，エコノミストが経済と教育の対立について論議を交わしている。しかし，彼らは

教育の面における「財貨」の問題にだけ注目し，教育の文化と精神面に対する起爆剤的作用を軽

視している 。事実，労働力育成のための投資が生み出す莫大な収益は，決して数字でもって現さ

れる「財貨」のものだけではないのである 。

　労働力の育成は，基本的財貨やサーヒスの生産増加のためであると同時に，人問の尊厳と自由

及びその生存価値を維持し，さらに発展させるものでもある 。Ｆ．ハービソンらがすでに強調し

たように，労働力の育成が近代化にとって，社会的，政治的，文化的あるいは経済的，あらゆる

面の成長にとって必要な条件の一つである 。

（７９５）



　６４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４９巻 ・第６号）

　２ ・２中国の現実

２・ ２・ １過剰と不足併存の労働力現状

　今日の中国にとっ て最も重要な課題は，産業近代化への離陸を加速し，持続的に発展できるよ

うにすることであろう 。労働力育成がすでに資本形成のプロセスと見なされるようになってきた

ことから，教育投資の適切な運営や，労働力需給の均衡，研究者比率の増加や熟練工の養成など

は， こうした要求に応えるものである。しかしながら，これらの問題は決して純経済的な問題で

はなく ，それに伴なう社会問題，とりわけモラルの問題があるのである。中国において，教育機

能がまだ充分に働いているとは言えない。これは教育制度自体を改革しなければならないが，そ

れには教育発展が絶えず経済や社会の発展とタイアッ プしなければならない。また，経済発展も

社会面からの問題と相関関係をなしている。モラルや価値観が社会問題の核心である以上，社会

経済の発展にとって，これらの影響を多大に受けるのである 。

　経済発展の究極の目的は，決して経済資源の開発及び利用だけではなく ，経済の歴史経験を改

変し，支配する人間自身のためにこそ最大の目的である。それゆえに，社会成員のモラル，社会

規範，価値観が問題にされるのである。そして，それは教育の革新から着手しなければならない

問題である。中国における労働力の育成課題として，伝統的社会教育制度，社会の経済発展，文

化統合，そし政治意識形態などの側面からアプローチする必要があるとの観点から，以下の諸点

を考察する必要がある 。

　（１）伝統教育制度による近代化への阻みを除外し，新しい観念の樹立が急務としなければなら

　　ないこと 。

　（２）教育制度の発展は労働力需給の均衡が先決であり ，社会のモラルと価値観の高揚が必要で

　　あること 。

　（３）社会の発展は物質文明と人文精神文明の発展 ・統合 ・強調の下で進行すべきであること 。

　（４）政治意識とその形態が国の経済発展と密接な関係にあることなどである 。

　経済発展を論ずる際，教育水準の高さと良質の労働力は経済発展要因の一つであることは，い

かなる論者においても容認されることであろう 。教育の経済的価値については，すでにＴＷ

シュルツを始め，Ｅテニソンやハーヒソン，Ｃ　Ａマイヤース等によって，計量的立証がなされ

ている。とくに，ハーヒソンとマイヤースの共同研究では，教育水準の高さを示す教育の複合指

数と一人当たりの生産との相関関係が非常に高いことを明らかにしたのである 。

　今日の中国の経済発展状況及びその展開経路を考察して見ると ，１９８０年代初期から１９９０年代初

期までの問には，豊富かつ低廉な労働力を適確に運用したため，労働集約的な工業基盤を確立し ，

局度な経済発展を達成したのである。しかし，１９９０年代の半ばからは過去のような低賃金による

比較優位が，漸次的にその効力を失った。現在，労働力を如何に有効に利用することが，中国経

済を一層飛躍的な発展をもたらす決定的な要因として注目されるようになった。労働力育成問題

とのかかわりあいにおいても ，中国にとって緊要なのはさらに　段と高い国際競争力を持つ産業

や高付加価値型産業を育成し，発展させることによって，輸出の促進 ・拡大をより一層推進する

ことであると思われる。しかしながら，以上のような目標を実現するためには，高度な専門的熟

練と技術を身につけた労働者の質的向上が要求される。そういう意味からすれば，近代的産業に

ふさわしい局度な専門技術をもつ産業労働力を大量に育成することが最も重要な課題と言えよう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９６）
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　中国政府が市場経済化という新たな国家建設の発展方針を今から２０年前に打ち出した背景を見

ると，容易に一つの論点に帰着することができよう 。すなわち，中国を「低開発性と停滞性の悪

循環」から脱却するためであ った。そのため，中国政府は，対外開放などの経済政策を打ち出し ，

農業開発，工業振興，外資の導入などの課題に挑戦してきたのである。その結果，経済の市場化

と国家の近代化を実現しつつ，国民の生活水準の向上を目指して，極めてハイスピードで経済の

局度成長を成し遂げたのである。しかし，その一方で，積極的な市場経済化と産業の近代化政策

の推進によって，世界で最大の人口規模を抱えることも加わ って，失業問題が顕在化し，不完全

就業人口の数が増える一方である 。今日，この雇用問題の解決が中国経済政策の最重要課題とな

っているのである 。

　しかし，このことはなにも中国の雇用問題の解決に市場経済化があまり寄与しないということ

ではなく ，むしろその逆であろう 。確かに，今日における中国の雇用拡大は工業部門よりサービ

ス部門の方が極めて大きなウイートを占めている。しかし，それは工業部門自身が今まで抱えて

いた膨大な余剰労働力がその原因である 。急激な都市人口の増加，膨大な農業人口，無数の家内

工業や小規模工業，大量の失業や非完全就業者の存在などのために，近代的工業と伝統的工業

（郷鎮企業を中心とした小工業を含む）との両極に分離した二重構造が，今日における中国の社会的 ，

経済的な現実である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
　このような状況の下に，中国政府はこれまでの経済政策の方針を，「不均整成長」論の特徴を

　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
有する「先富論」から「均整成長」論の特徴を有する「均富論」へと方向転換し，それまでの

「先富論」の下に生じた地域間の経済格差を是正し，経済的に弱体な部門を保護 ・育成する政策

を施行するようになった。具体的には，中 ・西部地域における伝統工業，および農村地域におけ

る郷鎮企業を中心とした小企業部門の事業展開に有利な政策で保護し，都市と農村の不均衡発展

を是正する地域開発，農業部門においては，農業経営と雇用機会の拡大を計るような方策をこれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
からの経済開発の課題として重要視されるようになったのである 。

　もちろん，一国の経済開発政策の面においては，優先順位の問題がある。しかし，その過程に

おいて近代的工業の開発と伝統的工業（郷鎮企業，家内工業など）の振興を行う際，技能的 ・熟練

的労働力が大量に必要となることは，間違いないであろう 。長期的，動態的に見れば，中国の経

済開発にとっ て産業の近代化が中心とならざるを得ない。産業の近代化が中国の経済開発に必要

且つ不可欠であるとしても ，それは決して容易な問題ではない。なぜならは，産業の近代化はそ

れに適した量と質を備えた労働力を必要とするからである 。

　ところが，今日における中国の労働市場の特徴について言えば，労働力の供給量が，需要量よ

りはるかに過剰の状態にあり ，その不足よりも過剰のほうに悩まされているのである 。「今日多

くの経済的低開発国では人口が急速に増加しており ，その特徴として，労働資源の不足よりは ，

むしろその過度な豊富に悩まされている。たとえば，インド，エジプト ，インドネシア，パキス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
タンでは，経済のほとんどの部門に過剰な不熟練労働者が存在する」という点においては，中国

は他の発展途上国のそれと極めて類似性を持っていると言えよう 。国民経済の視点から見れぱ ，

労働力は過剰となっている。しかし，その反面技能 ・技術を持つ良質な労働力の不足 ・欠如は大

きな経済問題ともなっている 。すなわち，不足と過剰が併存している状況である。ここでの過剰

とは，不熟練労働力の過剰であり ，不足とは，管理者，技術者および熟練労働力の不足である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９７）
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２・ ２・ ２供給 ・需要両サイドから接近の必要性

　不熟練労働力は，伝統的杜会の中から生み出されるが故に，近代的工業が必要とする技術 ・技

能を身につけていない。Ｆ ・ハービソンとチャールズ ・マイヤーズは，低開発国の教育 ・訓練の

問題を論じて，「人的資源開発の主要な問題は，（１）絶対に必要な技術と能力を持った高いレベル

の人材の不足に関するもの，（２）過剰に存在するか，または低度にしか利用されていない人問能力

に関するもの，の二つのカテゴリーに分けられる 。」と述べ，さらに前者については，ｒ熟練技術

の形成とその利用の二つの面」があるとし，これをｒ戦略的な人的資本の形成と投資のプロセ
　　　　　　　　　　８）
ス」とも規定している・開発経済論において中心的な課題の一つと見なされているのは，まさに

この問題である 。

　これについて，国連関係者の一人は「低開発諸国は，彼らが資本を必要としているのと同じく
，

高水準の人的能力を火急に必要としている。事実，もしこれらの国々が必要な戦略的，人的資源

を開発できないとしたら，その国々は資を導入しても ，効果は期待できない。タムや発電所，織

布工場や製鉄所は，二，三年で建設できるが，それを動かす管理者，エンジニアおよび経営者を

開発するには，十年から十五年かかる。しかしながら，もし国々が自立的成長を獲得しようとす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）るなら，前述のような人材は不可欠である。」と述べていた 。

　伝統的工業技術と近代的工業技術とは，その生産力の発展段階をまったく異なり ，両者が連続

しないため，前者の労働力がまったく近代的熟練労働力の基盤になり得ない場合がある。その結
果， 例えば，対外開放政策が実施して以来，いわゆる新興産業地域である「経済特区」では，工

業の熟練労働者ないし管理者は，ほとんど外資系企業側によって占められ，土着労働者の中に何

人かは，せいぜい文化，習慣，言語，作業工程上の利便から合弁相手国へ半年ないし１年間の研

修を経て，熟練労働者ないし管理者と不熟練労働者とのつながりである半熟練労働者へと済ませ

るのみである。大半の土着労働者は，不熟練労働力の供給源となっ ているに過ぎない。産業の近

代化を遂行しようとした現在，中国の熟練労働力の不足は深刻な問題となっている。そこに教
育・ 訓練の問題が大きくクローズアッ プされる理由がある 。

　個々の労働者にとって，技能 ・技術を身につけることが収入の点でも雇用の点でも有利である

から，彼ら自ら技能 ・技術を身につけようとする，という設定は中国の場合には必ずしも妥当し

ないと言えよう ・なぜならば，近代的雇用に疋着しない労働者にとっ ては，技能習得の機会が与

えられないばかりでなく ，その意欲にも欠けているのである。伝統的杜会の中で形成された労動

力を，近代的工業の生産力の担い手に転換させるには，単に雇用関係の中で導入するだけでは不

十分であ って，生活習慣から人間関係に至るまでの諸関係を変えなければならず，その過程で新

しい技術過程に対応する技能を訓練しなければならないのである。その意味において中国におけ

る技能 ・技術訓練は，先進工業諸国におけるそれとは異なる社会的 ・経済的条件と意義を持って

いるのである。国連報告書も「全般的に言って，基礎的な一般教育を受けていない者を，技術を

必要とする仕事に習熟させるのは困難である。一国全体の工業化や開発プランに，緊急に必要と

される労働力の問題は，教育制度の拡充に先立って解決されなければならないとしても ，文盲の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）根絶や義務教育制度の実施は，長期的な目標として不可欠である。」のように記述している 。

　経済開発と教育との関連を正面から取り上げたＦ ・ハーヒソンとチャールス ・マイヤースは ，

ＧＮＰ水準や教育の普及程度などから，人的能力開発の段階を，低開発，部分開発，中進，先進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９８）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
の四つに分けて，それぞれの問題を考察している。しかし，ここで教育への投資が経済成長と見

合うものでなければならないことにも ，注意すべき問題である。国連報告書はまた「読み書きの

能力や知識の全般的な水準が上昇すれば，結局は，熟練労働者の供給源たるプールの規模を大き

くする役割を大いに果たすとしても ，正規の学校教育の改善が，技術的熟練の不足に対する唯一

の解決策でもなければ，多くの場合，最善の方策とすら言えない。たとえば，ある国で見られる

ように，国内の労働者の教育水準が上昇すればするほど，工場雇用に向かう労働者の数はますま

す減少する傾向があるので，工業化の初期段階では，骨の折れる先駆的な施策を行わなければな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
らないことを示している 。」のようにも記している 。

　このように，教育と教育を受けた者の雇用との関係は以上に限らない。社会的需要に対して ，

教育が先行し過ぎると ，教育を受けた者の大量失業が発生する 。しかし，このような限界がある

とは言え，教育は発展途上国の中国にとっては，重要な投資対象である 。資金の流入と技術の導

入に見合って，それを操作し，管理する人問が供給されなければならないのであり ，しかもそれ

は， 資金や技術のように短期問に供給することは出来ない。投資という点では，技能教育はすぐ

れた投資であるが，正規の一般学校教育もまた，ミント（Ｈ．Ｍｙｉｎｔ）にしたがって言えば，社会
　　　　　１３）
的ｒ下部構造」を整備するものとして一種の杜会投資なのである 。

　以上見てきたように，中国における産業労働力の現状としては，供給面から見る限り ，相対的

に過剰であるが，産業の近代化に伴なう需要面から見れば，技能 ・軌練労働力の不足が深刻であ

る。 そこで，この量的には過剰で，質的には不足であるという労働力の状況を是正する労働力の

育成政策が必要となってくるのである。この労働力育成政策は，経済開発計画に関連して雇用の

拡大と技能の養成という二つの重大な役割を果たさなければならないし，労働力の供給サイドと

需要サイドの両方から接近しなければならない。以下において，中国における労働力の供給と需

要を調整するこの労働力政策が担う産業労働力の育成について見ることにする 。

３　自律的近代経済人としての量的養成の現状と課題

　３ ・１職業教育の現状と課題

３・ １・ １職業教育の現状

　職業教育の目的は技術的 ・技能的人材を養成することであり ，実習と訓練に重点をおき ，実際

の仕事から必要な知識を体得させることである。中国では，こうした経済の発展と繁栄を左右す

る大量の近代的経済人の養成に着手したのは，１９５３年スタートした第一次五ヶ年計画の時期であ

った。その頃，政府主導の下で，各関係機関が各分野の人材を海外から呼び寄せたり ，各種の職

業や技能を習得する学校を設立したり ，経済復興や経済建設を支えるのにもっとも必要とする多

数の良質な近代的経済人を養成しようとしていたのである 。

　しかし，１９５７年に入ってから，すでに述べたような諸要因によって，中国の学校教育から技能

や技術を習得させる学校の規模が，だんだん縮小させられる方向になった。（表１）に示してい

るのは，建国後の１９５２年から１９９８年現在までの技術 ・技能 ・職業学校の推移状況である 。これを

見て分かるように，（学校３）で表わしている中等技術専門学校の場合は，１９５７年から１９７０年代ま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９９）
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での問に，ほぼ減少の　途に辿っていたのである。特に，在校生の最も少ない１９７０年においては ，

学生数が３．２万人しかいなかった。そして，（学校２）で表している職業学校の状況を見ると ，在

校生数および学生募集数が共に，１９６５年において異常なほど激増したことが見て取れよう 。この
１９６５年の４４３．３万人の在校生数は，１９６２年の２６ ．７万人の１６．６倍にも当たるのである。また，学生

募集数においても ，１９６５年に募集する学生数は１９６２年の１４ ．９万人の２０．６倍にも相当する３０６ ．５万

人であ った。こうした職業学校における学生数の乱局下の状況は，すでに述べたように政府の政
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
策方針に翻弄された中国教育事情の一面を裏付けることとなったのである 。

　経済発展と社会前進に即応できない人材育成の状況を改め，職業 ・技術教育の内容を拡充する

ことを再び重視するようになったのは，言うまでもなく１９７８年ｒ改革 ・開放」政策が実施されて

からのことである。（表１）を見ても分かるように，１９８０年から様子が一転して，それぞれの学

校の在校生数や募集数が増加の方向に転じるようになった。特に，（学校２）で表している職業学

校の方は，１９８０年より再開されてから，その規模が急速に拡大さた。また，（学校１）で表わして

いる技工学校の展開ぶりも ，漸次的ではあるものの，学生規模が増加していることが覗えよう 。

このような経済の発展を直接的に左右する中堅クラスの人才養成を視野に入れてとられるように

なったことは，中国の教育政策の大きな転換と言えよう 。

　現在，中国の職業学校が開設している専攻科目は，およそ５０の専攻に分かれている。もちろん

各地域の特徴を活かせる専攻もある。しかし，地域を問わず最も人気の高い専攻は，以下のよう

な５つである。すなわち，¢幼稚園教員養成 コース，　電気技術者養成 コース，　金融専門養成

コース，＠調理師養成コース，　サービス産業（美容，ホテル，服飾，縫製）養成コースである 。

　　　　　　　　　　　　　表１　中等教育の技術 ・職業学校学生数の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位）万人

在　　校　　生　　数 卒　　業　　生　　数 学　生　募　集　数

年度 学校１※ 学校２※ 学校３※ 学校１※ 学校２※ 学校３※ 学校１※ 学校２※ 学校３※

（万人） （万人） （万人） （万人） （万人） （万人） （万人） （万人） （万人）

１９５２

一 一
２９ ．０

一 一
４． １

■ ’
１６ ．９

１９５７

一 ■
４８ ．２

一 ■
９． ６

一 一
６． ０

１９６２

■
２６ ．７ ３５ ．３

■
４． ５ １５ ．９

一
１４ ．９ ２． ６

１９６５

‘
４４３ ．３ ３９ ．２

一
１３ ．６ ７． ３

Ｉ
３０６ ．５ １４ ．６

１９７０

’ 一
３． ２

一 一
１． ７

■ 一
２． ５

１９７５

一 一
４０ ．５

’ ■
１２ ．３

■ ’
１８ ．４

１９８０

‘
４５ ．４ ７６ ．１

■
７． ９ ２０ ．１

一
３０ ．７ ２５ ．３

１９８５ ７４ ．２ ２２９ ．５ １００ ．９ ２２ ．６ ４１ ．３ ２６ ．１ ３５ ．５ １１６ ．１ ４５ ．２

１９９０ １３３ ．２ ２９５ ．０ １５６ ．７ ４１ ．３ ８９ ．３ ４２ ．８ ５０ ．６ １２３ ．２ ５０ ．３

１９９５ １８８ ．６ ４４８ ．３ ２８７ ．４ ６８ ．１ １２４ ．Ｏ ５９ ．４ ７４ ．０ １９０ ．１ １０７ ．３

１９９６ １９１ ．８ ４７３ ．３ ３３４ ．８ ６８ ．１ １３９ ．６ ７３ ．８ ７２ ．７ １８８ ．９ １２０ ．８

１９９７ １９３ ．１ ５１１ ．９ ３７４ ．３ ６９ ．９ １５０ ．１ ８６ ．３ ７３ ．４ ２１１ ．２ １２９ ．６

１９９８ １８１ ．３ ５４１ ．６ ４０６ ．０ ６８ ．２ １６２ ．８ ９８ ．７ ５９ ．４ ２１７ ．６ １３４ ．９

出所：　『中国統計年鑑』，『中国労働統計年鑑』，『中国城市年鑑』各年版より作成

注：　学校１は，技工学校の状況を指す

　　　学校２は，職業学校の状況を指す

　　　学校３は，中等教育の中の技術学校だけのことを指し，中等師範学校は含まない

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８００）
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これらの専攻分野に人気が集中したことは，社会的な需要が多いからである 。

　職業学校の運営において，主に次ぎのような二つの方法で行なわれている。一つは，各地域の

教育当局と学校が，雇用者側と協議し，雇用者の必要に応じた専攻を開設し，その必要に適した

人材を養成する方法である。中国では一般的にこの方法をｒ定向培養」，すなわち進路を予め定

めた人材を養成するということである 。この場合，雇用者側は学生の授業料などの学費を，学校

に支払うことになり ，教育当局と学校側は，雇用者の必要 ・要求に即して専攻コースを開設し ，

専門的人材を養成する。そして，雇用者側は学生が卒業後に，確実に雇用するのである ・もう一

つは，教育当局と学校が職業学校進学希望者である学生に対して，事前に専攻希望や興味 ・関心

などを調査し，学生の希望に沿った形で専攻を開設するものである。これは，雇用者側の希望や

意図を反映する「定向培養」の偏った開講内容の問題を克服するためのものである 。この場合に

は， 学費を学生が自己負担することになるが，卒業後の就職斡旋に関しては，教育当局と学校側

が保障し，責任を負うことになる。職業学校は杜会の人材需要と人々の職業選択の希望によって

支えられたのである。どの方法によって開設された専攻でも ，即戦力としての人材を養成する必

要から生れたものである 。それが故に，労働市場を媒介した専門的技能 ・技術を持つ職業学校卒

業生の雇用が急速に拡大され，一部のコースの学生にとって，就職難という言葉とは無縁な状況

を作り出したのである 。

　このように，職業学校教育が，急速に活気を取り戻した要因は，政府の「改革 ・開放」政策に

よっ て， 農業から軽工業 ・重工業 ・サービス部門まで，あらゆる分野で技能や技術を持つ人材に

対する需要が高まったこと ，及びこれらの動向と自らの生活水準の向上により ，民衆が職業教育

を重視し，歓迎していることを背景していると言えよう 。特に，学生の基礎教育修了後の進路と

して，職業教育は重視されるようになった。基礎教育終了後の進路は，大量失業時代に突入した

中国の民衆にとって，経済生活の向上への希望として受け止められているのである ・

３・ １・ ２今後の課題

　しかし，一方において，社会の需要と人々の職業選択希望によって支えてきたが故に，限定さ

れた即戦力としての人材しか養成できない，という今日の職業学校の性格も付与されてしまった

のである。杜会的 ・民衆的支持を得るためには，学校側は毎年社会の人材需要の傾向に応じて ，

開講の科目やカリキュラムを組み換える必要に迫られることとなった。これが今日の職業教育に

おける経済従属，実利重視の姿勢に隈定してしまったのである 。そして，学生を一人の近代的経

済人としての知識および一人の人問としての心身の発達を育成する，という学校教育の固有論理

から考えれば，決して評価できる人材育成方法とは言えない。そして，長期的な視点に立って見

れば，この短期的な実利本位の職業教育法は，本当の意味での近代的経済人を養成し得ないこと

は， 言うまでもない。現在，こうした一貫性に欠けたカリキュラムの編制や専攻の組換による教

員の入れ替わるなどの被害は，すでに表面化し，社会的に不評を受けることになったのである 。

　もう一つの問題としては，すでに述べたように，職業学校のもっとも人気のある専攻は，ほと

んどサービス関連分野に集中している。このことからも分かるように，今日の職業学校およぴ職

業学校の学生数を多く占めているのは，商業分野の職業学校およびその生徒である。それと反対

に， 工業職業学校や農業職業学校の占める比率は極く僅かである。これは，すなわちサーヒス分

野における職業学校の卒業生が過剰の反面，工業や農業分野の職業学校の学生数が過少の状況を
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表２　中等教育の（普 ・職）学生数の割合推移

（単位）％

中等技術 ・職業学校
年度 合計

普通高級

学 小計
中等技術

校

中等師範

校
技工学校 職業学校

１９５２ １００％ ２９ ．１ ７０ ．９ ３２ ．４ ３８ ．５

一 一
１９６５ １ＯＯ％ ２０ ．８ ７９ ．２ ６． ２ ２． ５

一
７０ ．５

１９７０ １００％ ９８ ．２ １． ８ ０． ９ ０． ９
一 一

１９８０ １００％ ８５ ．１ １４ ．９ ６． ７ ４． ２
‘

４． ０

１９８５ １００％ ６１ ．７ ３８ ．３ ８． ４ ４． ７ ６． ２ １９ ．１

１９９０ １００％ ５２ ．４ ４７ ．６ １１ ．４ ４． ９ ９． ７ ２１ ．５

１９９５ １００％ ４１ ．４ ５８ ．６ １６ ．７ ４． ９ １１ ．０ ２６ ．０

１９９６ １００％ ４１ ．４ ５８ ．６ １８ ．Ｏ ４． ７ １０ ．３ ２５ ．５

１９９７ １００％ ４２ ．１ ５７ ．９ １８ ．５ ４． ５ ９． ６ ２５ ．３

１９９８ １００％ ４３ ．４ ５６ ．６ １８ ．８ ４． ３ ８． ４ ２５ ．１

出所：『中国統計年鑑』，『中国労働統計年鑑』，『中国城市年鑑」各年版より作成

形成していたのである
。

　それによって工業 ・農業が必要とされる技術者不足の現状を改善されず，基礎産業における技

術人材の十分な供給が未だにできない，という結果を生んだのである。そして職業学校のサービ

ス関連分野の卒業生が過剰なため，就職難の問題が再び露呈されるようになったのである。これ
によって，近年，学生の職業学校離れの状況がもたらされ，大学受験勉強のための普通高校への

回流現象が生じさせたのである。この傾向は，中等教育機関である普通学校と職業学校の学生数

の割合推移状況を見れば，一目瞭然である 。

　（表２）に示したのは，中等教育における普通学校と職業学校の学生数割合の推移状況である
。

見て分かるように，普通高級中学と中等技術 ・職業学校における学生数割合の推移は，１９８０年か

ら急速に変化し，普通高級中学の規模が縮小することと反対に，中等技術 ・職業学校の方が拡大

する方向に転じたのである。しかし，１９９５年から中等技術 ・職業学校が，伸び悩み状態に入り
，

１９９７年からはついに縮小傾向に転じたのである。特に，技工学校の縮小幅がもっとも大きいもの

となったのである 。

　この表を見ても分かるように，最近２０年問は，高級中学の在校生規模は縮少傾向を示し，中等

技術 ・職業学校との構成比は，１９８０年の８５１対１４９から１９９８年の４３４対５６６の状況に変化した
。

この変化を促した根本的な要因は，言うまでもなく中国社会における長年の局卒者の大学進学難

と中卒者の腕に覚えがないによる就職難である 。「改革 ・開放」政策を打ち出した１９８０年以後
，

市場経済政策の展開につれて，中堅的技能 ・技術を持つ人材に対する社会的需要が急速に増加す

るようになった。こうした中で，大学受験失敗後の局卒の浪人よりは，職業学校に入り ，卒業後

すぐ就職できる方がよほど良い，という学生の柳かの実利的な算盤勘定が働いた。そして，国有

企業の経営不振によって父母がリストラされ，失業を余儀なくされた家庭では，給与もまともに

もらえない中で，子供を高校に進学させる経済的余裕がない。こうした社会的 ・家庭的諸事情を

背景に，中等技術 ・職業学校が，急速に成長したのである 。
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　　表３　年齢別都市失業労働者の失業要因構成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位）％

７１

合計 レイオフ
卒業後就

できず
企業破産

辞・ 退職

約満期
その他

年齢

％ ％ ％ ％ ％ ％

１６ －１９ ！００ ．Ｏ １． Ｏ ８９ ．４ ０． ６ Ｏ． ９ ８． １

２０ －２４ １００ ．Ｏ １１ ．６ ７０ ．２ １． ８ ４． ２ １２ ．２

２５ －２９ １００ ．Ｏ ４０ ．８ ２４ ．３ ７． ４ ９． Ｏ １８ ．５

３０－３４ １ＯＯ ．Ｏ ６０ ．１ ６． ３ ８． ９ ９． １ １５ ．５

３５－ ３９ １ＯＯ ．Ｏ ６８ ．１ ２． ６ ９． ５ ８． ２ １１ ．６

４０－４４ １ＯＯ ．Ｏ ７４ ．７ １． ５ ９． １ ６． ７ ８． Ｏ

４５－ ４９ １ＯＯ ．Ｏ ７７ ．１ Ｏ． ７ ９． ４ ４． ７ ８． １

５０－５４ １ＯＯ ．Ｏ ６１ ．２ Ｏ． ３ １８ ．Ｏ ６． １ １４ ．３

５５－５９ １ＯＯ ．Ｏ ７０ ．４

一
１１ ．３ ５． ６ １２ ．７

６０－６４ １ＯＯ ．０ ２３ ．１

■
１５ ．４ １５ ．４ ４６ ．２

６５以上 １００ ．０

一
１３ ．３

’
６． ７ ８０ ．Ｏ

総計 １００ ．Ｏ ４３ ．８ ３０ ．８ ６． ５
６． ３ １２ ．５

出所：『中国統計年鑑』，『中国労働統計年鑑』各年版より集計作成

　しかし，職業学校卒業者の急増によって，以前ほど就職がうまく行かなくなった現在，とちら

も浪人になるのであれば，運試しで大学受験のできる高級中学に進学し，大学進学できたら，社

会的地位や名誉も得ることができるという中国社会の伝統的価値志向が，再び学生と父母との問

に蘇えられたのである。これによって，近年になって，普通高級中学学生数の占める割合が再び

上昇し始めたのである 。

　３ ・２職業訓練の現状と課題点

３・ ２・ ！職業訓練の現状

　近代的経済人養成における手段の中で，職業教育以外にもう一つ重要と思われるのは，職業訓

練である。職業訓練とは経済建設を遂行する上に必要に迫られた技能的人材を加速的養成するこ

とである 。職業訓練には，職場訓練，徒弟訓練，速成訓練，パイロット訓練などがある 。これら

は比較的に短期問に必要な労働力を養成するものであり ，具体的な工業化プロジェクトと対応す

るものである 。

　１９９５年６月に，中国労働部は『技術系労働者規定』を制定し，５０種類の業種について職業訓練

を義務づけたのである。その狙いは，言うまでもなく労働力需給における技術的 ・技能的 ・教育

水準的不均衡を是正するためのものである。とりわけ労働経験をほとんど持たず，低資格 ・低熟

練度の若年失業者の増加が続いている中で，この『技術系労働者規定』を通じて，若年層労働力

を質的に向上させようとしているのである 。（表３）は，現在都市部における失業労働者の失業

要因構成を示したものである 。見て分かるように，若年層における失業の主な要因は，学校卒業

後就職できないことによるものである 。特に，１６歳から１９歳までの中卒と筒卒に当たる失業率は

８９．４％に達している 。こうした若年層の労働人口を，如何に近代的な技能 ・技術を持つ産業労働
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者に転換させ，産業構造の転換および新しい技術の導入による労働力需要の質的変化に適応させ

て行くかが，中国経済の発展にとっ て大きな課題である 。

　学卒者の失業以外に中国は，もう一つの難問を抱えている。それは，すなわち企業からレイオ

フされた大量の労働者の存在である。１９９０年代から行なわれた企業改革によって，企業の経営不

振などの理由による大量の労働者がレイオフされるようになった。その現状は（表３）に示した

失業要因構成を見れば，容易に理解できよう 。そして，このレイオフはすでに若年層にまで及ん

でいるのである。例えば，（表３）に示した２５歳～２９歳代の若年労働者は，すでに４０．８％に達し

ている。このレイオフによる失業率は中国失業率全体の４３．８％を占めている。そして，これを卒

業後就職できない若年層の比率に加えると ，全失業率の７４．６％に達している。こうした実務経験

を持つ失業者を経済開発過程の中で如何に再吸収し，再活用して行くかが，もう一つの重要な課

題と言えよう 。

　このような二つの重要な課題を解決するために，職業訓練政策が実施されたのである。今日に

おける職業訓練の状況を（表４）に示した通りである。見て分かるように，１９９８年現在，成人 ・

職工 ・農民のように３種類の訓練学校が展開されている。成人技術訓練学校は，主に中卒 ・局卒

者を対象とした技術訓練学校である。そして，職工技術訓練学校は，主に企業の社員に対する技
能・ 技術の訓練学校である。また，農民技術訓練学校は，主に農民を対象に農業生産技術および

小工業生産技術の訓練を行う学校である。また，３種類の訓練学校はそれぞれ教育部門，すなわ

ち政府による公的学校と非教育部門，すなわち企業を含む民間による私的学校で構成されている
。

１９９８年現在，３種類の職業訓練学校総数は ，９２９ ，７００校で，卒業者数１億７千余万人，学生募集

人数１億４千余万人，在校生１億２千余万人にのぼっている 。

　この（表４）を通して，今日における中国の職業訓練の状況は，次ぎのような二つの傾向を表

わしていることを看取することができよう 。一つは，成人技術訓練学校においても ，農民技術訓

練学校においても ，学校数と学生数が圧倒的に教育部門（公的教育機関）に集中していることで

ある。もう一つは，職工技術訓練学校では，教育部門より非教育部門（民間教育機関）の方に学

校数と学生数が偏っていることである。この二つの傾向をより一層明確に示しているのは，（表

　　　　　　　　　　　　　表４　１９９８年職業訓練学校およぴ訓練人数状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位）：所，万人

項目別
成人技術訓練学校 職工技術訓練学校 農民技術訓練学校

教育部門 非教育部門 教育部門 非教育部門 教育部門 非教育部門
総計

学校数
４０５ ，１５６ ５９ ，６９４ ３， ５９１ ６， ３３５ ４０１ ，５６５ ５３ ，３５９ ９２９ ，７００

卒業者数 ７， ３０８ ．８ １， ３７３ ．６ １０２ ．５ ３７７ ．９ ７， ２０６ ．３ ９９５ ．６ １７ ，３６４ ．７

募集人数 ６， ２６３ ．５ １， ２２５ ．７ ８８ ．１ ４０９ ．０ ６， １７４ ．４ ８１６ ．７ １４ ，９７７ ．４

在校生数 ５， ３４６ ．６ ９４６ ．４ ７８ ．６ ２３１ ．５ ５， ２６８ ．１ ７１４ ．９ １２ ，５８６ ．１

専任教員数 １４ ．３ ５． ２ ２． ３ ３． ２ １１ ．９ ２． １ ３９ ．０

兼任教員数 ８１ ．４ １７ ．８ ２． １ ５． ６ ７９ ．４ １２ ．２ １９８ ．５

合　　計 １９ ，０１４ ．６ ３， ５６８ ．７ ２７３ ．６ １， ０２７ ．２ １８ ，７４０ ．１ ２， ５４１ ．５ ４５ ，１６５ ．７

出所：『中国教育年鑑」１９９９年版より集計，作成

注：成人技術学校とは，中卒以上の人を対象とした技術訓練学校のことを指す

　　職工技術学校とは，企業の社員を対象とした技術訓練学校のことを指す

　　農民技術学校とは，農業技術を中心に工業技術も含めた内容を伝授する学校のことを指す
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　表５　１９９８年職業訓練学校および訓練人数の構成比

７３

（単位）％

成人技術訓練学校 職工技術訓練学校 農民技術訓練学校
項目別 ％

教育部門 非教育部門 教育部門 非教育部門 教育部門 非教育部門

学校数
１００ ．Ｏ ４３ ．６ ６． ４ Ｏ． ４ Ｏ． ７ ４３ ．２ ５． ７

卒業者数 １ＯＯ ．０ ４２ ．１ ７． ９ Ｏ． ６ ２． ２ ４１ ．５ ５． ７

募集人数 １００ ．０ ４１ ．８ ８． ２ Ｏ． ６ ２． ７ ４１ ．２ ５． ５

在校生数 １００ ．０ ４２ ．５ ７． ５ Ｏ． ６ １． ８ ４１ ．９ ５． ７

専任教員数 １００ ．Ｏ ３６ ．７ １３ ．３ ５． ９ ８． ２ ３０ ．５ ５． ４

兼任教員数 １００ ．Ｏ ４１ ．Ｏ ９． Ｏ １． １ ２． ８ ４０ ．Ｏ ６． １

合　計 １００ ．０ ４２ ．１ ７． ９ Ｏ． ６ ２． ３ ４１ ．５ ５． ６

　　　出所：『中国教育年鑑』１９９９年版より集計，作成

　　　　注：成人技術学校とは，中卒以上の人を対象とした技術訓練学校のことを指す

　　　　　職工技術学校とは，企業の社員を対象とした技術訓練学校のことを指す

　　　　　農民技術学校とは，農業技術を中心に工業技術も含めた内容を伝授する学校のことを指す

５）である。これを見て分かるように，成人技術訓練学校においては，教育部門が学校数と在校

生数に占める割合は，それぞれ４３ ．６％と４２ ．５％で，非教育部門のそれはそれぞれ６ ．４％と７ ．５％に

過ぎない。そして，農民技術訓練学校においても ，教育部門が学校数と学生数に占める割合はそ

れぞれ４３ ．２％と４１ ．９％であるのに対して，非教育部門のそれはそれぞれ５ ．７％と５．７％しかなか っ

た。 また，職工技術学校の場合では，非教育部門が占める卒業者数および募集人数の割合は，そ

れぞれ２ ．２％と２．７％に対して，教育部門のそれは，それぞれ０ ．６％とＯ．６％である 。

　このような現状を形成させた要因は，いろいろあるが，基本的には訓練費用に大きく関係して

いると考えられる 。教育部門，すなわち公的教育機関の場合は，訓練費用が比較的安いので，多

くの学生を引き寄せる形となったのである 。しかし，職工技術訓練学校の事情は，少し異なる 。

職工技術訓練学校は，製造業技術 ・技能を訓練内容とし，その対象は他の二つの訓練学校と違 っ

て， すでに製造業関係の会社に入社した若年層社員の再教育を目的とした学校である。そして ，

学校も企業が設立したものを中心としている。したがって，非教育部門の方に偏っている ・

　以上のように，経済発展に必要な熟練 ・技能労働力を育成し，膨大な過剰労働力を活用すると

いう二つの重大な難問を解決するために，職業訓練が展開されているのである 。

３・ ２・ ２今後の課題

　中国は若年層に対する職業訓練を通じて，労働力の質的水準を高めようとしているが，しかし

期待するほどの効果が，得られていないのが現状である。国民全体の基礎教育の普及率が低い中

では，制度が確立されても実質が伴わないのである。労働部門に属する職業訓練所が採用可能な

政策の幅はそれほと大きくない。したがって失業問題および労働力の質的水準の向上は，増大し

続ける失業者群と労働者の技術，あるいは教育水準の不均衡という現状の下では，職業訓練が対

応しきれないものがある 。

　また，大量の低資格の学卒失業者および一般失業者が，職を求めている状況の中で，産業構造

の転換によっ て企業が求めたい人材の不足という労働力の需給関係の不均衡も生じている・大量

の学卒失業者の存在および技術 ・教育水準の低い労働者群の存在という中国経済のアキレス腱は ，

就業のためのプロジェクト ，再就職斡旋施設の設立などによって解決しようとしている。しかし ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８０５）
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それ以上に・現役労働者群からの離脱，新規労働者群の参入などの事態が進行しており ，その意

味では抜本的な解決策を見いだせないのが現状である
。

　そして，現在の職業訓練の方法も改善する必要がある。今日の職業訓練は，適正な設備 ・教員

の不足・企業での就業条件との隔絶などいろいろ問題点がある。それらの問題点を解決して，職

業訓練の方法が改善されなければならない。そうすることによって，伝統的社会の失業者から近

代的工業労働者へと順応して行く重要な過程がはじめて可能となるのである
。

　職業訓練がより就業の機会と結びつくためには，職業紹介機構の改善も必要になろう 。中国の

現状においては，従来の労働者が非農業部門に就業する場合，多くは個人的な縁故関係や親方
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）労働ボスなどの仲介を通じて雇用されてきたが，しかし，これでは労働者が最も希望し，彼の適

性が最も生かせる就職ができるとは限らない。また，企業が求める最適資格を備えた労働者を雇

用できるとは限らない。そこで求職 ・求人活動の範囲を広げることが必要となる。そのためには

政府による職業紹介業務がぜひとも拡充されなければならない。現在，政府機関による職業紹介

は・一般的に熟練度の低い労務者層に限られていたが，これをもっと広い範囲の労働者に拡大す

ることが必要である・とくに，学歴のある失業者の雇用を促進するためと熟練 ・技能労働者の不
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）足を補うためにも職業紹介の範囲を広げる必要がある。この職業紹介業務には，的確な労働市場

の動向に関する情報が不可欠であり ，それが広い範囲の求職 ・求人社に伝達される必要性がある

ことは言うまでもない。すなわち，個別的 ・閉鎖的な職業紹介から公開的，総合的な職業紹介機

関が発展しなければならない
。

　職業学校の教育費が高いことも一つの重要な要素である。これは各学校に訓練設備を確保しな

ければならないためである。もちろん地域によっ て状況も異なるが，とくに中 ・西部の内陸地域

においては，その状況はもっと深刻である。設備があっても ，それが実際に就労する職場の設備

と必ずしも同じではなく ，職業教育が職場の作業能力を与えない場合が多く存在する。また，職

業教育を行う的確な教員の不足も一般的な現象であり ，職業教育を受けた制度もその職業につく

ことは限らず・多くの者は，もっと他の収入のよい仕事に就きたがるのが現状である 。そのため ，

職業教育の拡充が要求されながら，一方では，それが浪費であるという不満も聞かれるのである
。

　また，職場訓練がうまく行われるためには，訓練生の初等教育修了，安全確保，適正な訓練指

導員の確保が必要であろう 。熟練労働力を育成する問題としては，より一層訓練職種，訓練期問 ，

基礎教育，訓練基準と検定，公的機関による監督と指導体制を明確にする必要があろう
。

　膨大な失業と過剰労働力を活用するという課題は，まず雇用の創出という基本的問題があり
，

それは工業化の進め方そのものに関係してくると考えられる。すなわち，工業化が近代的大工業

のみの開発ということであれば，それによる雇用創出には限界があり ，工業化による雇用創出を

重要視するならば，近代的大工業のみならず小工業あるいは伝統的産業をも積極的に開発する必

要があろう 。しかし，ここでとくに重要と思われるものは，政府の雇用促進政策およびそれに伴

なう行政諸機能の拡充であろう 。それは職業指導，職業相談，職業紹介などの面での政府の指導

的役割を演じることを意味するのである
。

（８０６）
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４　労働力の質的向上 ・育成の困難性

　４ ・１職業教育の困難性

４・ １・ １新しい教育理念の可能性

　欧米先進工業諸国を「追いつき ・追い抜こう」というスローカンは，長い問，中国の国家目標

として掲げてきた。例えば，１８６１年における清朝権力機構の官僚である曽国藩 ・李鴻章による
　　　　　　１７）
「洋務派」権力形成や１９１７年の中華民国の父と尊敬される孫文による「実業計画」および１９４９年

以後における中国政府の「超英 ・越美」すなわち，英国 ・米国を追いぬく ・追いつきという工業

化政策の展開がそれである。そのため，教育制度も欧米のものを導入し，国内教育を行ってきた 。

例えば，すでに指摘したように，清朝末期の「科挙」教育制度の廃止や１９２２年に中華民国政府に

よる米国の教育制度の導入，および１９５０年代の共産党政府によるソ運（旧）の教育制度の全面的
　　　　　　　　１８）
取入れがそれである 。

　ところが，そこに，民族独自の教育をしなければならないという反省が生れ，教育制度はもち

ろん，教育内容も中国的色合いの強いものとなった。例えば，１９５０年代末の「半工 ・半読」とい
　　　　　　　　　１９）
う二本立ての教育制度，すなわち生産労働に参加しながら，学校教育を受ける制度であった。し

かし，この中国的教育制度も ，国内産業を近代化し，経済の面で，欧米諸国に追いつかなければ

ならないという目標をもって生れたのである。特に，１９７８年における「改革 ・開放」政策が実施

された以後，経済建設を国家目標として定め，産業の近代化展開に努めるようになった。産業の

近代化を促進するには，言うまでもなくそれを支える近代的技能 ・技術を持つ産業労働力がいな

ければできないことである。そのためには，近代的経済人を素早く大量に養成する必要が出てき

た。

　このような背景の下に，１９８５年から新しい教育政策を打ち出し，従来の先進諸国で行なわれた

「人的開発」論を取り入れ，教育を押し進むようになったのである。この政策の核心は，まず高

等教育の拡充に，特に理工系ハイタレントの養成に向けられるようになった。その結果，高等教

育を受ける学生の数は２０数年の間に急速に増加し，激しい進学競争を引き起こすことさえあ った

のである。ハイタレントを養成するという点に限って言えば，一応成功と言えよう 。けれども ，

新たな問題を引き起こしたのも事実である 。

　近年，先進工業諸国から近代的工業を導入し，近代的工業技術の習得に努めた結果，ある程度

の近代工業ができ ，対外貿易においては，１４００億ドルの黒字実績を成し遂げている 。そして，高

等教育の促進によっ て， ハイタレントも２０数年前と比べられないほど，多く養成してきた。けれ

ども ，企業のリストラによってレイオフされた失業者の社会問題をはじめ，いろいろな問題が散

在し，決して望ましい状況とは言えないのである。こうした現状をもたらした要因はいろいろあ

るだろうが，その内の一つは工業だけが突出し工業を支える他の産業が十分に発達しなかったこ

とがある 。

　教育においても状況は同じである。高等教育の拡充によって，多数のハイタレントを養成しな

がら，その主流は，理工系に集中している 。例えば，２０００年７月７ ，８ ，９日の三日間で，行わ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８０７）
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れた今年の大学入試において ，３８８．５万人の受験生の内，理工希望の受験生は ，２３９．７万人で，全
　　　　　　　　　　　２０）
受験生の６２％を占めていた。農業をはじめ他の産業を専攻する学生は少ない。こうした特定の分

野に重点をおいた養成の方式では，たとえ，工業が発達してもその成果を受け止め発達させる能

力を持った人が，他の産業にはいないということになってしまう 。こうした特定の分野に力を入

れた方式が，必ずしも悪いわけではないが，しかし，現在では人材養成の分野ごとの片寄りと格

差があまりにも大きく ，新しい問題となりはじめている 。

　一国の経済，あるいは産業の発展と成長は，ごく一部の高等教育を受けたハイタレントだけで
，

支えることができない。ハイタレントを支える中堅技術者がないと ，産業が十分に発達し得ない 。

産業の発達がない限り ，雇用創出の機会も制限される。これは，ハイタレントが実際に活動でき

る環境もないばかりではなく ，せっかく養成されたハイタレントを受け入れる職場が少なく ，失

業状態に追いこまれる状態になったのである。すなわち，国民全体の教育水準を高め，国民一人

一人に近代的知識を普及するのでなければ，わずかのエリートを養成しても効果が薄いことがは

っきりしてきた。こうした極端な高等教育拡大や理工系の重視から地道な大多数の近代経済人養

成の教育政策への転換の必要が迫ってきているのである 。

４・ １・ ２民衆職業観の転換

　職業教育は，主として技術を持つ人材の養成で，中期的展望に立って行うものである。職業教

育が専門知識を主として教育をなすことである。経済発展の視座からすれば，職業教育は一種の

投資である。ところが，いくら教育と訓練を実施しても ，国民が経済活動に参加する意思がなか

ったら，この投資は全く一種の浪費となり兼ねない 。

　これまで見てきたように，経済発展に寄与できる近代的経済人の量的育成において，設備と経

費負担などの制約によって，思うように発展していないのが現状である。しかし，これら以外に

もう一つの制約は，民衆の職業観である。この民衆の職業観を形成させたのは，ほかならぬ封建

社会から蔓延していた「学而優則士」の「士大夫」観念である。すなわち，「科挙」教育制度の

進学主義であり ，現代的に表現すれば，プロモーショニズムである。プロモーショニズム，すな

わち進学主義のことであるが，突き詰めて言えば，より上の学校に進みたいために，学歴を追求

することである 。

　プロモーショニスムに熱中する今日の中国杜会環境の中で，学生が段と高い学歴の獲得にエ

スカレートして行く 。こうしたことより ，個人の志望と趣味に叶えているかどうかにかかわらず ，

ただ，できるならば大学，さらに留学にまで進んで行きたいだけの社会風潮が蔓延するようにな

った。こうした内面的な問題を理解しないまま ，いくら職業教育を強化しても ，人材の過剰と不

足という現象が生ずることを抑えることはできないと言えよう 。

　「科挙」制度の陰影のみが強調され，それによってもたらされた今日のような学歴社会は，進

学主義を生み出し，さらに中国教育の普及に繋がらないばかりか，試験地獄の事態をますます激

化させることになった。また，学歴社会が能力ある者を押さえることも問題である。この点につ

いて，ｒ尊重される学歴がレッテルとしての学歴であれば，学歴尊重は明らかに不合理である 。

それが合理的になるためには，つまり能力主義の原理と一致するためには，レッテルに偽りのな

いこと…… グループとしての評価が個人に適用できること…… などの前提条件が満たされていな
　　　　　　２１）
くてはならぬ」のように，レッテルの持つ学歴は社会，経済の発展にとって，決して望ましいも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８０８）
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のではない 。

　けれども ，現状は学歴主義を抑えるような様子が，一向に見られないばかりか，むしろ増長す

ら見られる。これは，言うまでもなく「学而優則士」の「士大夫」観念が，今日のプロモーショ

ニスムに一層拍車をかける事となったのである。結果的にそれが学歴重視の社会につながること

になったのである。今日の学歴偏重主義のもとに，いくら教育の量的な発展を促進したと言って

も， そこには質的な面における多くの矛盾を生むのである 。

　周知のように，もとより進学することは，むしろ知識を学習する意味で尊重されるべきことで

ある。ところが，進学のための進学が教育の目的である以上，そこに実力を伴なわないことが問

題になり ，進学競争のために教育が人問形成からかけ離れた様々な「病理」現象が伴なってくる

のである 。当然ながら，プロモーショニズムが教育熱を高め，教育発展に結びつく一面もある 。

しかし，だからと言って，プロモーショニズムのｒ病理」現象を容認することはできない・この

民衆の一般的通念である「士大夫観念」が根強く蔓延っているため，技術労働熟練工の訓練に対

しても ，学歴主義が存在し，形式的な学歴を取りたがるので，とうしても正規の学校教育に想い

を寄せるため，職業教育の規模的拡大に大きな障害をもたらしている 。

　以上のように，今日の職業教育の発展を阻害する要因は，設備，経費負担などによるものも当

然あるが，しかし，社会的因習という民衆の職業観は，何よりも大きな制約条件として，職業教

育の発展を阻んでいる。この障害を取り除かない限り ，中国の職業教育の前進があり得ないとい

っても過言ではない。しかし，長い歴史の中で形成されてきた社会的因習は，それほど簡単にな

くすことはできないことも否定できない事実である 。

　４ ・２職業訓練の困難性一制度比較論的視点から一

４・ ２・ １先進工業諸国からの示唆

　先進工業諸国における職業訓練制度は，極めて千差万別と言えよう 。ヨーロッパ社会において

は， 職業訓練の様式が国によっ て特徴的な性格を持ち，それぞれ異なるが，主に次ぎのような三

つのパターンで行なわれている。すなわち，第１に，徒弟養成制度を基礎とした教育，訓練（イ

ギリスや西ドイツ（旧）がその典型である）。 例えば，イギリスにおいては熟練工（あるいはファイヤ

マン火夫長）による未熟練工の指導訓練が，ショッ プ・ フロアー制度として一般化し，それが産

業別組合形成の源となった。西ドイッ（旧）では，マイスター・ アプレンティスシッ プが，社会

的職業訓練とし，若年者教育の根幹となり ，これがまた近 ・現代における労働者側からの経営参

加， すなわち労使協議制として一般化，定着した根源となったことが指摘される。またその他の

ヨーロッパ諸国における混合型が存在したことは，学校教育と技能 ・職業教育および訓練とは ，

自ら機能次元を異にしていることが，充分意識され，前者による後者の意識的，組織的且つ公的

政策上の取り組みが成された結果である 。

　第２に，学校を基礎とする職業教育制度（ベルギーやスエー デンがそれである）。 第３に，混合制

度， 徒弟制度と学校教育の混合制度（フランス，オランダなど）。 そして，アメリカの場合は，徒

弟制と学校教育の混合制度を採用している。日本の場合は企業内教育 ・訓練を中心としているの

である。例えば，職場における技能養成一〇ＪＴもそうである。日本の大企業から中企業にまで

一般化した杜内学校の設立 ・運営は，単なる職能 ・技能教育 ・訓練の習熟が企図されたばかりで
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なく ・加えて所属企業史についての知識，技術者としての誇り ，生活意識形成への広がりを持ち
，

労働「力」形成としてばかりでなく ，労働「者」教育として人格形成までも企画された内容であ
り・ それが企業人としての勤務 ・職務規律の醸成および自ら所属する企業への忠誠心を養うとい
う， 終身雇用制への主体的条件形成に与ったところが大きいと言わなければならない

。

　経済や社会の進歩につれて，これまで先進工業諸国の職業訓練制度も ，幾度となくその様子が

大きく変化してきたのである。例えば，フランスの場合は，複雑な教育組織の中に，技術教育の

振興を計るために，１９５９年から職業訓練制度の改革に着手し，１９６６年１２月に新しい職業訓練法を

公布した。これによっ て， フランスは職業訓練と継続教育の充実化（ｆ肚ｔｈｅ，ｅｄｕｃａｔ１。、）および

成人職業訓練制度の近代化を計ったのである。更に，産業界からの強力な要望に応じて学校制度

の改革を進め，ついに，１９６８年末２年制の工科大学を新設し，当面する中堅技術者不足の打開策

として位置づけたのである 。

　そして・ドイツの場合は，長年の伝統である徒弟制度の基盤に立った職業訓練を維持している

点においては・イギリスと同じであるが，企業内で自主的に運営されてきた職業訓練が，職業学

校への通学義務によって補足される点が特徴である。技術革新のテンポに即応するため，従来の

徒弟養成の内容を質 ・量の両面から近代化する必要から ，１９６９年９月１日をもって，新しい職業

訓練法案が成↓させ，実施されたのである。この新しい職業訓練法案は，単なる教育制度として

の国家レベルの政策に止まらず，マイスター（親方）制度ないしはアプレンティスシッ プ（徒

弟）制度の杜会的な定着による職能的 ・人格的教育制度機構の普及を，視野に入れたものである

ことは言うまでもない。それを基礎とした現代労働側からの経営参加，すなわち労使協議会制度

への繋がりを深化させるものでもある
。

　ところで，こうした先進工業諸国の職業訓練制度改革の中で，最も画期的と言われたのは ，

１９６４年におけるイギリスの産業訓練法（Ｔｈ・Ｉｎｄｕ・吐・・１Ｔ・・ｍｍｇ　Ａ．ｔ）である。この産業訓練法の

思想的背景には，技能の重視と能力主義の強調および技術専門学校と企業との産学協同の緊密化

を計ることにある・ここで，イギリスにおける職業訓練の制度及びその特徴を簡単に見てみよう
。

イギリスの職業訓練制度には，若年労働者に対する訓練，失業者に対する訓練，雇用者に対する

訓練の促進・という３つを柱としている。それらの推進に責任を持ち，窓口になるのは，各地域

の訓練委員会であり ，実際に訓練を実施するするのは，各地域の訓練委員会と契約した各訓練機

関である 。

　第１の若年者に対する訓練であるが，これには，２つの方法があり ，一つは，１６歳～１７歳で学

問以外コース，すなわち進学しない若年者を対象とした職業訓練プログラムである。もう一つは
１６歳～１８歳を対象に，２５歳の修了を上限として，より高い専門技術の取得を目的とした職業訓練

プログラムである。このコースは，後の進学コースヘの移ることができるのである。これは，従

来の徒弟制度のようなエンジニアリング業や建設業に限定された制度ではなく ，より多様な産業

に例えば，農業，運輸業，小売業，金融保険業，サービス業などにも導入されるようになったの

が特徴である 。

　第２の失業者に対する職業訓練である。対象は，１８歳～６３歳までの６ヶ月以上失業している者

である。訓練期問は，一般に若年に比べて短く ，平均して訓練期問は２０週問である 。

　第３は，雇用主に対する職業訓練の促進である。この制度の導入は，１９９０年からであ った。こ
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れは言うまでもなく ，従業員の職業訓練の工場や改善を通じて事業の業績を上昇させることを目

的としたものである 。

　この制度は，大きく分けて三つある 。第１は，職業訓練が業績に関係して来ることを雇用主が

認識し始めたことである 。第２は，従業員の訓練の二一ズを把握したり ，自社の職業訓練の欠点

を知るのに良い機会である。第３は，新たな職業訓練プロクラムや職業資格の導入が，浸透し始

めている中で，従業員にも職業訓練に対して，肯定的な意識を持たせるためである 。

　こうした各国における職業訓練改革の共通の特徴は，教育と訓練の融合である 。すなわち，従

来の普通教育を，エリート養成のためのものとし，職業訓練を中退者や成績のあまり良くない者

のためのものとするような，教育と訓練を別個の問題として，扱われてきた古い社会観念を改め ，

教育と訓練の関係を企業と学校との協力関係として位置づけるようになったのである 。これは ，

教育と経済の二一ズの密接な結びつきが，ますます進む中で，職業訓練の対象を幅の広い技能と

高度の知識を持った専門的技能者の養成という次元の高い目標に置き換えたのである 。教育期問

の延長として，訓練期問を内包 ・延長させ，両機能の次元的差異を充分意識しつつ，両者を統合

的且つ総合的に，また公的機関のみに任せないで，企業をはじめ民間経済主体を取り込んだ」種

の杜会的機構として一般化されている 。

　このような教育と訓練の統合的傾向が顕著に現れたのは，ドイッである。ドイッでは工場現場

での技能訓練と義務制による職業学校における教育とが有機的に統合され，協力し合うアプレン

ティス制度が行なわれた。この企業べ一スの訓練と学校べ一スの関連教育（一般教育も含む）との

二元併用制（ｄｕ．１．ｙ．ｔ．ｍ）はトイソの新しい職業訓練法として確立されたのである。西トイノ

（旧）の技術徒弟制度の成功は，それが職業教育と一体となって，教師，実習生及び学生，生徒

の就業問題が，同時に解決されていた 。

　このように，各国が教育制度の改革や訓練組織の再編成の措置を次々と実施した事例は，すで

に触れたように極めて多様であり ，そのパターンも複雑であるが，技術変化の極度に急速な進展

という共通の条件下で，各国とも職業訓練の領域については，同じ認識を持っていることが注目

される。それは，職業訓練があらゆる年齢のあらゆる層の人々を対象として扱っているというこ

と。 そして，職業訓練が経済成長の道具（手段）として使われているということ 。しかも ，この

道具を本来的に使用すれば，国民の繁栄と個人の社会的願望の充足，という二つの面を促進する

ことに役立つものである，との認識が各国とも共通に存在している。すなわち，新しい職業訓練

は， 過去のような孤立的立場から脱却し，経済的およぴ社会的施策の中に一元的に含まれるよう

になったと言えよう 。このような共通の認識は今日における中国の職業訓練制度の改革の中に大

いに学び取るべきものと思われる 。

４・ ２・ ２　中国の二重産業構造の限界

　中国の産業部門は，資本集約型の少数の近代的大企業である国有企業がある一方で，労働集約

型を中心とする多数の小規模の零細企業と農村工業を中心とする郷鎮企業からなる小企業という

二重構造によって構成されている。この二重構造の底辺部分である小規模零細企業には，農村工

業， 家内工業などの伝統的産業がある 。職業訓練制度が中国で確立されたのは最近の事ではなく ，

１９５０年代初期の重工業化政策の時に，すでに確立されていたのである。徒弟制度や企業内教育制

度も各種経営主体で行なわれていた。例えば，企業設立の技工学校や訓練所などがそれである 。
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表６　都市部での農村労働力就業先

　　　　　　　　　　　　（単位）：万人，％

就業先別
全　　　国

万人 ％ 東部 中部 西部

国有企業 ５７９ １９ ．３３ １６ ．３９ １８ ．４９ ２２ ．８１

集団企業 ２９７ ９． ２４ ８． ２０ １０ ．０９ １０ ．５３

私営企業 ４０４ １３ ．４５ １２ ．３０ １６ ．８１ １１ ．４０

郷鎮企業 ２７７ ９． ２４ ９． ８４ ７． ５６ １０ ．５３

三資企業 １５１ ５． ０４ ６． ５６ ５． ８８ ２． ６３

個人経営体 ３７８ １２ ．６１ １２ ．３１ ４． ２９ １０ ．５３

家　政　業 １７６ ５． ８８ ４． １０ ５． ０４ ７． ８９

個人経営企業 ２７７ ９． ２４ ９． ８４ ９． ２４ ７． ８９

そ　の　他 ４１９ １５ ．９７ ２０ ．４７ １２ ．６１ ５． ７９

　　　　　　　　　　出所：偏海鐙『中国農業労働力転移的現状，前景及対策』『複印報刊資

　　　　　　　　　　　　料 ・Ｆ１０２』１９９７年３期，ｐ．２３より

　　　　　　　　　　注：全国人数は，都市に流入する出稼ぎ農民３０００万人をもとに算出

　まず，近代的大企業の状況を見てみよう 。周知のように，１９９０年代から展開した企業改革によ

って，いわゆる嘗ての極めて近代的と言われた国有大企業は，経営不振や倒産などの要因によっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）て， 大量の労働者をレイオフしたのである。このような状況の中で，かつての社内教育制度も存

在する意味がなくなったのである。そして，操業できる企業も ，できるだけ人員削減 ・コスト削

減の利潤獲得のための方策を取るようになった。その手段の一つとしては，賃金の安い農村から
　　　　　　　　　　　　　　２３）
の「出稼ぎ」労働者の雇用である 。

　都市産業部門による農村「出稼ぎ」労働者の雇用状況を示したのは，（表６）である。見て分

かるように，１９９９年末まで，大量のレイオフ人員を出し，その内未だに再就職できずにいる失業

労働者６３４万人を抱えている国有企業には，実際にそれを匹敵する５７９万人の農村「出稼ぎ」労働

者を雇用しているのである。また，都市集団企業に雇用された２９７万人と合わせると ，８７６万人に

も達している。そして，都市失業者再就職先として注目されている「私営企業」，「個人経営」に

もそれぞれ４０４万人と３７８万人を雇用している。この二つの経営体による「出稼ぎ」労働者の雇用

数を合わせて，７８２万人にもなる 。

　また，この農村「出稼ぎ」労働者の業種別就業規模を示しているのは，（表７）である。これ

を見て分かるように，もっとも集中している業種は，工業と建設業である。それらに運輸や商

業・ 飲食業 ・サービス業の雇用者数を加えると ，２，３５３万人の雇用規模となっている。この数字
　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）は， 国有企業余剰人員推計の２，１４３万人を軽々超える計算となる。しかし，実務経験や近代的技

能の修得の面からすれば，都市部の失業者の方が絶対的に優性を有しているのである 。（表８）

に示しているのは，１９９９年末現在，都市部失業労働者の教育構成比の状況である。見て分かるよ

うに，都市部失業労働者が中卒と局卒に集中している。にもかかわらず，入れ替わりに大量に雇

用されるようになったのは，農村からの近代産業の技術 ・技能を持たず，教育も比較的に低い低

度でしか受けていない「出稼ぎ」労働者である 。

　企業経営サイドから見れば，生産コスト削減の手段として，これは極めて合理的な選択と言え

よう 。しかし，産業技術 ・技能を持つ近代的経済人の養成 ・育成のサイドから見れば，極めて憂
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　　　表７　都市部での農村労働力就業業種

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位）：万人，％

全　　国
業種別 万人 ％ 東部 中部 西部

農　　業 ５９ １． ９６ ０． ９６ １． ８９ １． ８２

林　　業 ２９ Ｏ． ９８ Ｏ． ９６ ０． ９４ Ｏ

牧畜業 ０ ０ ０ Ｏ Ｏ

漁　　業 ５９ １． ９６ ４． ８１ ０ Ｏ

工　　業 ８５３ ２８ ．４３ ３０ ．７７ ２９ ．２５ ２１ ．８２

建築業
６７７ ２２ ．５５ １７ ．３１ ２２ ．６４ ２４ ．５５

運輸業
１４７ ４． ９０ ４． ８１ ５． ６６ ５． ４４

商　　業 ２３５ ７． ８４ ７． ８９ ８． ４９ ５． ４５

サービス業 ４４１ １４ ．７１ １３ ．４６ １６ ．０４ １３ ．６４

その他
５００ １６ ．６７ １９ ．２３ １５ ．０９ １８ ．１８

８１

出所：偏海護「中国農業労働力転移的現状，前景及対策」『複印報刊

　　資料 ・Ｆ１０２』　 １９９７年３期，ｐ．２３より

　注：全国人数は，都市に流入する出稼ぎ農民３０００万人をもとに算

　　出

表８　年齢別都市失業労働者の教育構成比

（単位）％

合計 文盲 小学 中学 高校

年齢

専門学

以上

％ ％ ％ ％ ％ ％

１６－１９ １００ ．Ｏ Ｏ． ２ ４． ０ ５２ ．５ ４１ ．６ １． ８

２０－２４ １００ ．Ｏ Ｏ． １ ３． ２ ４２ ．９ ４２ ．８ １１ ．Ｏ

２５ －２９ １００ ．Ｏ Ｏ． ３ ５． ９ ５８ ．Ｏ ３１ ．１ ４． ８

３０ －３４ １ＯＯ ．０ Ｏ． ５ ７． １ ５８ ．８ ３０ ．１ ３． ５

３５ －３９ １００ ．Ｏ Ｏ． ６ ６． ９ ４４ ．９ ４４ ．６ ３． ０

４０－４４ １００ ．０ １． ５ １０ ．９ ５５ ．４ ３０ ．３ １． ８

４５－４９ １００ ．Ｏ １． ４ ２２ ．１ ６０ ．５ １３ ．４ ２． ６

５０ －５４ １ＯＯ ．Ｏ ３． １ ３１ ．０ ４４ ．９ １８ ．７ ２． ４

５５－５９ １ＯＯ ．０ ２． ８ ２３ ．９ ４２ ．３ ２２ ．５ ８． ５

６０ －６４ １００ ．０ ３０ ．８ ３０ ．８ ２３ ．１ １５ ．４

一

６５以上 １００ ．０ ６． ７ ２０ ．Ｏ ４６ ．７ １３ ．３ １３ ．３

総計 １００ ．０ Ｏ． ７ ７． ８ ５２ ．０ ３４ ．８ ４． ７

出所：『中国統計年鑑』，『中国労働統計年鑑』各年版より集計作成

慮すべき事と言えよう 。「出稼ぎ」労働者は，すでに述べたように，低賃金という点では，雇用

主に大いに有利に作用しているのであるが，その反面，低生産性という問題をも同時に併せ持 っ

ているのが現状である。このように，一方では大量の比較的近代的産業の技術 ・技能を持つ経済

人のレイオフ（下陶），他方では，低い教育しか受けていない農村の「出稼ぎ」労働者の大量の

雇用（上商）という状況は，今後中国における産業技術の普及と体得の困難を意味するものであ

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８１３）



　８２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４９巻 ・第６号）

　ＷＴＯ加盟後，中国経済は，国内産業の育成と共に工業製品と工業技術の国際競争の時代に突

入することになる・その国際競争に打ち勝つためには，何といっても良質で付加価値の高い工業

製品をもって臨むしかない。そのために，近代的産業技術 ・技能を持つ経済人の大量育成は欠か

す事のできないことである。しかし，現状はそれと逆行する方向に向かって動き出している。そ

して・国家の基幹産業である工業部門がその先頭に立って，突進しているのである 。

　次ぎに小企業のことを考察して見よう 。中国における小企業の成長は，極めて最近のことであ
る。 すなわち，１９８０年代の「改革 ・開放」政策以後，急速に発展してきたのである 。しかも ，中

国の経済開発におけるこうした小企業の役割がますます重要視され，今後における小企業の育成

と近代化が進められ，近代的大企業の補完部門としての部品製造業に発展すると期待されている
。

　このような小企業は近代的大企業と比較すると，その労働力需要に基本的な性格の相違があろ
う。 それは，第１に，小企業では小規模であるために，その作業職能が比較的分化していないこ

とである。そのため近代的大企業の労働者に比べて，小企業の労働者は一人で幅広い作業職能を

果たす必要がある。第２に，近代的大企業では近代的生産設備が整い，機械化，自動化が進んで

いるのに対して，小企業の生産設備は比較的に機械化，自動化が遅れており ，それが生産工程に

導入されている範囲も相対的に小さいと言えよう 。このことは，小企業の労働者にはある程度限

られた機械設備に対する知識と操作能力が要求され，またそういった技能工の需要が比較的に少

なくて済むことを意味する。第３に，以上のようなことから小企業では，一人の熟練 ・技能工の

果たす役割は，相対的に大きくなり ，中核の労働者として小企業の生産活動を大きく左右するこ

とになるのである 。

　以上のような相違点を基礎として，小企業における労動力の開発を考えるわけであるが，それ

にはやはり多くの問題が横たわ っている。それは小企業が近代的大企業と比較して，一般的に職

業教育および訓練に対するさらに厳しい時問的 ・資金的制約を持っていることである。そのため ，

教育 ・訓練施設も不備になりがちであるし，適正な指導員の確保も一層困難である 。また，小企

業の経営者は，一般的に労働者の教育訓練について無関心であり ，企業内で養成するよりは，企

業外から適当な労働者を雇用する傾向があるのである。今日の中国労働市場における労働供給の
　　　　２５）
基本的類型である出稼ぎの本質から派生する高い労働移動率からしても ，たとえ，雇用主がその

必要性を感じたとしても ，ミント（Ｈ．Ｍｙｉｎｔ）が言及したようにｒ熟練労働に向く土着労働者を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）選抜し，訓練することは，不可能ないし無益であった」。 そして，小企業の労働者も比較的に教

育水準が低く ，教育訓練への適性に欠ける傾向がある
。

　以上のような多くの問題を持つ小企業では，一部の近代的大企業のように組織的な職業教育訓

練を実施することは，きわめて困難であると言えよう 。そのため，小企業では非組織的な徒弟訓

練が・従来の企業内の労働力を開発する方法であり ，それがほとんど唯一の方法であった。しか
し， これでは，作業工程における技術変化に対応できず，従来の作業方法の持つ欠陥を温存し

，

すべての労働者の標準作業能力を養成できるとは限らない。労働力の素質の向上，すなわち，労

働者の養成 ・訓練は，発展途上国の中国にとってきわめて重要かつ困難な問題と言えよう
。

（８１４）



中国における若年労働力育成の現状と課題（下）（田） ８３

５　む　す　び

　本稿では，中国における若年労働力の育成問題について考察してきた。この問題を論ずる削提

は， 中国の経済開発において工業化が，主導的な役割を果たすだろうということである。もちろ

ん， これには短期的な視点から見れば議論もあろうが，長期的に見れば，やはり工業化の役割は

大きいと悪われるのである。この基本的則提に立って始めて，労働力の育成と活用という問題が

論じられることになるのである。中国の経済開発において工業化を進める場合，労働力という生

産要素は非常に重要な問題となる。それは工業化がそれに必要な質と量を持った近代的経済人を

要求するからである。工業化と関連して労働力問題を考えると ，需要サイドでは熟練 ・技能労働

力の不足と供給サイドでは膨大な過剰労働力の存在という深刻な労働力事情がある 。そのため ，

工業化に必要な熟練 ・技能労働力を開発，育成すると共に膨大な過剰労働力を如何に活用するか

は， 中国が目標として掲げている持続的経済成長にとって，最大の難問と言えよう 。

　これを解決するための短期的な施策である職業訓練は，実効性のあるものと言えよう 。しかし ，

長期的視点からの施策である国民全体の教育水準の向上，義務教育の普及が何よりも重要である 。

１２億の民の労働を確保し，生活を保障していく労働力の育成は，「持続的経済発展」を計画して

いる中国経済にとって最も重要且つ困難な課題である 。

　［付記１本稿は２００１年３月に立命館大学経済学部に提出する予定の博士学位請求論文の第七章の一部を加

筆・ 修正したものであり ，その骨子は２０００年２月「２１世紀経済学のパラダイム」研究会（立命館大学衣笠キ

ャンパス学而館Ｆ２会議室）において報告した。報告会において経済学部の芦田文夫先生，小野進先生，鈴

木登先生，高木彰先生，三好正巳先生及び同経営学部の土居靖範先生からは，貴重なご助言を頂きました 。

　本稿を作成するにあたり ，立命館大学経済学部の松野昭二先生，岩田勝雄先生，小野進先生，高木彰先生 ，

杉野匿１明先生，松野周治先生，横山政敏先生，とりわけ鈴木登先生のご指導を賜りました。そして，同経営

学部の安藤哲生先生からは貴重なご助言を頂きました。また，海外教材センターの大島春樹氏からは，資料

提供のご尽力を頂きました。ここに記して，以上の方々に厚く御礼申し上げます。また，「２１世紀経済学の

パラダイム」研究会で報告する機会を与えて下さった経済学部の高木彰先生に深く感謝致します 。

　なお，本稿は，２０００年度立命館大学大学院研究生助成金による研究成果の一部である 。
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